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今や�「�自由化�（�規制緩和�）�」�という言葉は日本経済再生の重要なキーワードとして使われ�、�これまで政府の規制に守られ�
てきた産業や業界にとっては極めて大きな意味を持つ�。�一方でこの�「�自由化�」�という言葉は多くの場合�「�構造改革�」や�
「�民営化�」�といった言葉と同義語的に使われ�、�これら三つの言葉の意味合いをきちんと分けて考える機会が少ないがため�
に混乱を覚えることも少なくない�。�そこで本稿では三つの言葉を構造的に整理し�、�時代の必然の流れともいえる�「�自由化�」�が�
企業戦略にどのようなインパクトを与えるのかを検証してみたい�。�

（1）�自由化の意味するところ�
「�自由化�」�という言葉の意味するところは�、�規制業界におけ�
るゲームのルールを転換し�、�全く違う土俵の上でプレー�ヤーを�
競わせることである�。�この場合のプレーヤーはずっと�前から�
その業界にいた既存プレーヤーと新たなルールによっ�て土俵に�
上がることの許された新規プレーヤーが入り乱れており�、�そ�
れらの中で本当に強い者だけが生き残る市場環境を作るこ�
とが目的である�。�そして�、�市場の消費者こそがこのゲーム�
の�ジャッジであり�、�本当に強い者は誰かという客観的な判断�
を下すのである�。�では�、�今までの�「�規制�」�ゲームとこれから�
の�「�自由化�」�ゲームでは具体的にどのようにルールが違うの�
かを�、�4P（�Product, Price, Promotion, Place ）�の視点から整理�
してみたい�（�図１�）�。�
図１からもわかるように�、�規制ゲームのルールの基本は業界�

内のプレーヤー間であまり大きな差が出来ず�、�横並びになるよう�
にいかにコントロールを効かすかということである�。�言い替えれ�
ば�、�参加するプレーヤーのリスクとリターンを一定内に調整する�
機能を�「�規制�」�というルールが担っている�。�一方�、�「�自由化�」�
ゲ�ームは次の�3点で�「�規制�」�ゲームと大きく異なる�。�　リスクと�
リターンのコントロールはそれぞれ参加するプレーヤー自身に委�
ねられる�。�　ゲームに参加する�、�しないの判断はプレーヤーの自�
由であり�、�新規参入または市場からの退出に関して制約を受けな�
い�。�　ルールのジャッジは市場の消費者である�。�このように�「�自�
由化�」�ゲームに参加するプレーヤーは組織能力として自ら判断す�
る力が求められ�、�ルールのジャッジ�（�消費者�）�に自社の存在価値�
をアピールし�、�結果責任を問われることになる�。�
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ここで�、�冒頭に述べた�「�自由化�」と�「�構造改革�」�、�「�民営化�」�
の三つの言葉の意味合いを構造的に整理してみたい�。�まず�、�「�自�
由化�」と「�構造改革�」�であるが�、�一言で言って�「�自由化�」�とい�
うプロセスの結果として�「�構造改革�」�が存在する�。�昨今�、�いた�
る所で�「�構造改革�」�と声高に叫ばれる割には�、�何をどうすれば�
「�構造改革�」�したことになるのかは極めて曖昧なことが多い�。�つ�
まり結果はそこに至るプロセスによって規定されるべきであり�、�
プロセスが明確でない限り�、�結果としての�「�構造改革�」�の是非�
を判断することはできない�。�その意味でもプロセスとしての�
「�自由化�」�の行く末を正しく見極めることが�「�構造改革�」�とは何�
たるかを正しく理解することにつながっていく�。�
次に�「�自由化�」�と�「�民営化�」�という�2つの意味合いを整理�

すると�、�今まで�｢�規制�｣�ゲームで戦ってきた企業が�「�自由化�」�
ゲームに新たに参加するための要件の一つが�「�民営化�」�であ�
ると言える�。�「�民営化�」�は多くの場合�「�自由化�」�とセットで語�
られるが�、�“�民営化とは何か？�”�を深く議論する機会は以外と�
少ない�。�「�民営化�」�の定義を教科書的に書くと�“�政府が自ら独�
占的に行っている事業を民間でも行えるようにする�、�あるい�
は国営または政府系企業を株式会社化して民間企業と同じ形�
態にする�”�ということになろうが�、�これは�「�民営化�」�した結�
果としての形を言い表すものであれ�、�「�民営化�」�の中身または�
本質を言い表したものではない�。�今日の�「�民営化�」�の議論の�
ほとんどは�“�どのように民営化のスキーム�”�を構築するかと�
いう方法論�、�つまり�「�民営化�」�が目的化した議論となってい�
る�。�しかし�、�先に述べたように�「�自由化�」�という競争環境の�
変化の流れの中で�、�「�民営化�」�が一つの参加要件に過ぎないと�

すれば�、�「�民営化�」�そのものを議論してもあまり示�
唆が得られない�。�なぜなら�「�民営化�」�というのはそ�
れぞれの産業や業界の�「�自由化�」�というメガトレン�
ドを考える上での一つの要素に過ぎず�、�「�自由化�」�
によってもたらされる全体のメカニズムの変化を考�
えなければ企業戦略への示唆が導けないからであ�
る�。�そしてこのメカニズムの変化こそが�「�自由化�」�
というプロセスの結果起こったものであり�、�「�構造�
改革�」�につながっていく�。�
では�、�「�自由化�」�の流れの中で業界全体のメカニ�

ズムの変化を捉えるとはどのようなことであるか？�
具体的には大きく�2つの視点が必要になる�。�一つが�
マクロの視点からのメカニズムの変化を捉えること�
で�、�これはすべての業界でほぼ共通なポイントとし�
て考えることができる�。�そして�、�二つ目がミクロの�
視点からのメカニズムの変化で具体的にはそれぞれ�
の業界特有のバリューチェーンがどう解体され�、�再�
構築されていくか�を検証していくことが必要となる�。�
そしてこのバリューチェー�ンの解体・再構築こそが�
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自社の企業戦略にどのようなインパクトを与えるかの大きな�
鍵となる�。�

（2）�「�自由化�」�によってもたらされる業界メカニズムの変化�
もともと�「�自由化�」�が大きな論点として挙がってくる業界�

は国家としてのインフラ的役割を担い�、�安心・安全・安定が�
第一義的に優先されるが故にこれまで国の規制に手厚く保護�
されていた業界の場合が多い�。�このような業界は国のコント�
ロールの元�、�半寡占的な企業が君臨しているのが常だが�、�こ�
のような企業が�「�自由化�」�ゲームの中で�、�他のプレーヤーと�
同等に戦っていくための一つの要件が�「�民営化�」�であること�
は先に述べたとおりである�。�つまり�「�民営化�」�は目的ではな�
く、�「�自由化�」�ゲームで戦うための手段の一つとして考えるべ�
きであり�、�「�民営化�」�の本質は前述のように企業が組織能力と�
して自ら判断する力をつけ�、�ルールのジャッジに自社の存在�
価値を適切にアピールし�、�結果責任をきちんと負うことので�
きる企業となることである�。�よって企業経営の視点から最も�
重要なのは�、�「�民営化�」�を手段として変革を遂げた既存企業と�
新たに土俵に上がった新規参入企業が�「�自由化�」�ゲームの中�
でどのように業界メカニズムを変化させていくかを正しく見�
極めることである�（�図２�）�。�
日本より一足早く自由化�（�規制緩和�）�の波を経験している�

ドイツの電力業界の事例を参考にすると�、�1990�年代に本格化�
した�「�自由化�」�ゲームがいかに大きく業界メカニズムを変化�
させたがわかる�。�具体的には大きく分けて以下の５つのカテ�
ゴリーで本質的なメカニズムの変化を引き起こした�。�
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価格�
ドイツでは�1998�年の電力完全自由化以降�、�一般家庭�、�産業�

用大口顧客�、�中小企業すべてにおいて電力価格が劇的に下がっ�
ている�（図3）�。�
消費者行動�
従来�、�顧客�（�需要家�）�にとっては供給先を選択する余地�

（�決定権�）�がなかったものが�、�自由化によって約３分の１の顧�
客�（�需要家�）�が供給先または契約条件を見直した�。�また�、�新�
たなサービスに対するニーズが広がった�（図4）�。�
業界の効率化�
ドイツの電力業界においては�、�1990�年の部分的自由化の段�

階から約�10�年の間に約�35�％の人員が削減され�、�単位当り生産�
性が飛躍的に向上した�（図5）�。�
市場の構造�
企業間の統合�、�グローバル化などにおいて本質的な変革を�

遂げている�。�ドイツの電力業界は９つの企業体から大手�4�グルー�
プに集約された�（図6）�。�
企業・組織形態�

市場の自由化は全く新しい企業形態を創造し�、�新たなビジ�
ネスモデルで闘うことを企業に要求した�（図7）�。�
上記�5�つの変化はドイツの電力業界における具体的な事例と�

して紹介したものであるが�、�これら変化は�「�自由化�」�ゲーム�
の流れの中での本質的なものであり�、�どの業界にも共通する�
ものであると考えられる�。�したがって�、�企業戦略の視点から�
は�「�自由化�」�ゲームの先にある�。�業界メカニズムの変化をマ�
クロで捉え�、�自社へのインパクトを分析することが競争優位�
への第一歩となる�。�
（3）�バリューチェーンの解体・再構築�
一方�、�業界の構造をバリューチェーンで捉え�、�ミクロの�
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��
�

ド�イ�ツ��
�

見直�し�内訳�
�（�ス�イ�ッ�チ�ン�グ�/再交渉�）��

�2001年�ま�で�
�

契約条件�
�の再交渉�
�

全顧客�（�需要家�）�の�
�30%強が見直�し��
��

�

供給先の��
�ス�イ�ッ�チ�ン�グ��
�

220
190

142

1990 1995 2000

-14% -25%

出所�：�ロ�ー�ラ�ン�ド�・�ベ�ルガ�ー��
�

図5 業界の�効率化�
�

ド�イ�ツ��
�

電力業界に�おけ�る�雇用推移�
�['000]�

RWE/VEW
RWE

PE (VEBA)/BAG (VIAG)
E.ON Energie

HEW/Bewag/VEAG
Vattenfall Europe

EVS/Badenwerk
EnBW

出所�：�ロ�ー�ラ�ン�ド�・�ベ�ル�ガ�ー��
�

図6 市場の�構造�
�

ド�イ�ツ�に�おけ�る�合併�
�

9つ�の企業体か�ら�大手4グル�ー�プ�に�集約�
�

出所�：�ロ�ー�ラ�ン�ド�・�ベ�ル�ガ�ー��
�

図7 企業�・�組織形態�
�

─ 国内/地域　�
�─ 閉鎖的なマ�ー�ケ�ッ�ト�

�─ 極め�て垂直的な統合�
�─ ヒ�エ�ラルキ�ー��

�

─ グ�ロ�ーバ�ル� 　�
�─ オ�ー�プ�ンなマ�ー�ケ�ッ�ト、�厳�し�い�競争�

�─ リ�ー�ンな体制、�コ�ア�コ�ン�ピ�テ�ンス�重視、��
�ア�ウ�ト�ソ�ー�シ�ン�グ��

�─ ネ�ッ�ト�ワ�ー�ク�／戦略的提携�
�

今�ま�で�
�

こ�れか�ら��
�



視点で考えることが具体的な戦略立案・遂行上極めて重要�
とな�ってくる�。�規制産業のバリューチェーンは垂直統合型で�
硬直的なのが常である�。�しかし�、�「�自由化�」�ゲームによ�って�
もたらされ�たマクロレベルでの構造的な変化は確実に垂直�
統合型の�バリューチェーンを解体し�、�バリューチェーンのそ�
れぞれのレイヤーをアンバンドルすることで新たなビジネス�
モデル等の事業機会を創出する�。�
再び電力業界を例にとると�、�「�自由化�」�ゲームの波が地球温�

暖化等の環境問題への取組みの波�、�燃料電池等の新たな技術�
革新の波といった他の二つの大きな波とあいまって劇的に競�
争環境に変化をもたらしている�。�10電力会社による発電・送�
電・配電を一括管理する垂直統合型のビジネスモデルが崩れ�、�
電力の小売ビジネス�、�電力取引ビジネス�、�オンサイト型発電�
ビジネスなどさまざまな事業機会が創造されつつある�。�また�、�
コジェネレーションなどの進展により電力�、�ガスといった従�
来の境界線がどんどんあいまいなものになり�、�全く別の分野�
からの新規参入者も含め新たな産業地図に塗り替えら�れるて�
いくことが予想される�。�これはまさに旧来型のバリュー�チェー�
ンの解体の結果起こってきたことであり�、�「�規制�」�ゲームの枠�
組みにおける今までのビジネスモデルが通用しなくなってき�
ていることを端的に示している�（�図８�）�。�またこのゲームに参�
加するプレーヤーも既存の�10電力会社�、�今年�「�民営化�」�を予�
定している�Jパワー�（�電源開発�）�の既存プレーヤーに加え�、�
IPP（�Independent Power Producer ）�と呼ばれる独立発電事�
業者や�ESP（�Energy Service Provider ）�と呼ばれる新たなビ�
ジネスモデルを提供するプレーヤー�、�更には直接には電力業�
界に関係のないプレーヤー�（�例：家庭用燃料電池のメーカー�）�
などにそれぞれのバリューチェーンのレイヤーで新たな事業�
機会を提供している�。�このように�「�自由化�」�ゲームの先には�
全く違ったパラダイムが出現する�。�これこそが�「�自由化�」�
ゲームの本質であり�、�例え�、�自社が新たな�「�自由化�」ゲ�
ームとは一見直接関係がなくても�、�常�に他業界の�「�自�
由化�」�ゲームの先を展望し�、�バリューチェ�ーンの解体�
による新たなビジネスチャンスを見据えることが新規事�
業創出を導くきっかけとなるのである�。�

（4）�新たなビジネスモデルの構築�
これまで�「�自由化�」�の波が大きく業界メカニズムを�

変え�、�その結果業界のバリューチェーンを解体・再構築�
していくことを検証してきたが�、�その中で競争優位を維�
持あるいは�、�新たな競争優位を築いていくためにはバ�
リューチェーンの再構築に沿った新しいビジネスモデル�
をいち早く確立していく必要がある�。�
一足早く�「�自由化�」�の波を経験した通信業界は�、�

NTTの民営化�、�規制緩和�、�技術革新があいまって成長�
産業となったが�、�その中でも携帯電話関連のビジネスは�

世界の最先端を走ってい�
ることは周知の事実であ�
り�、�これはまさしく�NTT
ドコモの構築したビジネ�
スモデルが極めて有効に�
働いたからに他な�らない�。�
NTTドコモの�iモ�ード発展�
の立役者の一人である夏�
野氏�（�NTTドコモ�Iモード�
企画部長�）�は氏の著書の�
中で�“�ｉモ－ドの成功の�
秘訣を次の�2点に集約して�
いる�。�一つが技術の選択�
からビジネス・プランの�
立案から実行に至るまで�
のあらゆる局面で�、�「�テレ�
コム的発想�（�telecom way
of thinking）�」�ではなく�、�
「�インターネット的発想�

（�Internet way of thinking ）�」�に徹したこと�（図9）�、�そしても�
う一つが�「�IT（�情報技術�）�革命�」�の本質を理解し�、�革命後の�
ルールに従ってビジネス・モデルを構築し�、�実践したことと�
述べいる�。�ここで言うテレコム・ビジネスとはインフラ提供�
ビジネスに過ぎず�、�非常にクローズドな市場構造である�。�一�
方でインターネット・ビジネスはコンテンツ提供ビジネスで�
あり�、�非常にオープンな市場構造でインフラそのものはあま�
り意味を持たなくなる�。�そこで�NTTドコモは単なる携帯電話�
ビジネスのプラッ�トフォーム提供者から�、�ハード�（�携帯電�
話機�）�を提供する�メーカーや新たなコンテンツ・サービスを�
提供するサービス事業者の要となり携帯ビジネスのサービス�
全体を見渡すオーガナイザ－としてのビジネス・モデルを確�
立したといってよい�（図�10）�。�そして�、�この携帯ビジネスに一�
見関係のない金融機関など様々な業界・業種がサービス事業�
者として参入し�、�極めて裾野の広いビジネス・モデルを展開�
している�。�
上記�NTTドコモの事例はまさに�1980年代後半から�1990年代�

にかけて通信事業の自由化の流れの中で通信業界全体の業界�
メカニズムが変化を遂げ�、�「�プラットフォーム�」�的バリュー�
チェーンから�「�サービス�」�的バリューチェーンへ解体・再構�
築された好例である�。�
NTTドコモの事例は�、�これから�「�自由化�」�の流れの中で競�

争優位の確立を目指す企業に次の３つの普遍的な成功要因を�
示唆している�。�

消費者の視点から�、�サービスの本質を理解し�、�いち早く�
「�インフラ的発想�」�から�「�サービス的発想�」�に転換すること�。�
自らが全てのサービスを抱え込むのではなく�、�多くの�プ�
レーヤーを巻き込んだ�「�収穫逓増�」�の市場構造を作り上げ�

出所�：�ロ�ー�ラ�ン�ド�・�ベ�ルガ�ー��
�

図8 電力業界に�おけ�る�バ�リ�ュ�ー�チ�ェ�ー�ンの�解体�・�再構築�
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ること�。�
上記市場構造の中で�、�いち早く自社のポジショニングを確�
立すること�。�

これら三つのポイントは日本においてこれからまさに本格�
的な�「�自由化�」�の波を乗り越えようとしている電力業界や空�
港業界にとっても非常に示唆深い�。�電力業界は先にも述べた�
ように今まさにバリューチェーンの解体・再構築の真っ只中�
であり�、�それに伴い�ESCO�（�Energy Service Company�）�や�
ESP�（�Energy Service Provider�）�といった新たな業態が注目�
を集めている�。�今までの伝統的な電力会社を発電所等の大規�
模設備から発電�、�配電�、�送電の全ての機能を一括して提供す�
る�「�インフラ型�」�ビジネス・モデルとすると�、�これらの新し�
い業態は顧客の省エネルギーをはじめとしたエネルギー全般�
の包括的なソルーションを提供する�「�サービス型�」�ビジネ�
ス・モデルである�。�これからはこれらの業態に新規参入する�
プレーヤーの増加と既存の電力会社などが新会社を設立する�
などの既存プレーヤの巻き返しが入り乱れ�、�激しい競争が繰�
り広げられることが予想される�。�いち早く自社のポジショニ�
ングを確立するためには�、�いかに本当の顧客指向型のビジネ�
スを展開できるかが鍵である�。�また�、�成田や関空をはじめと�

した空港業界もこれから一段と�「�自由化�」�の波が押し寄せる�
であろう�。�日本の空港は利用者負担が高いことで悪名高いが�、�
例えば民営化が予定されている成田空港なども今後バリュー�
チェーンの解体・再構築に伴う新しいビジネスモデルの構築�
を余儀されなくなるであろう�。�空港の民営化の先駆けである�
BAA�（�British Airport Authority:�英国空港会社�）�が運営して�
いるロンドンのヒースロー空港はインフラ型ビジネス・モデ�
ルの典型である航空系収入�（�着陸料等�）�は全体の収入のわず�
か�30�％であるのに対し�、�残りの�70�％が非航空系といわれる免�
税店や飲食店及びその他空港の商業施設部分からの収入であ�
る�。�そしてその�70�％の部分に一流の小売専門店等がテナント�
として入ったり�、�エンタテーメントの要素を多く取り入れた�
りすることで�、�新たなビジネスモデルを確立し�、�顧客提供価�
値を上げている�。�一方で成田空港を見てみると�BAA�とは全く�
逆で�、�航空系収入が約�70�％�、�非航空系は�30�％に過ぎない�。�今�
後�、�成田空港を運営する東京国際空港公団を民営化していく�
過程では�、�いかに非航空系のビジネスのバリューチェーンを�
解体・再構築し�、�多くのプレーヤを巻き込みながら利用者に�
魅力のあるビジネスモデルを構築することができるかどうか�
が非常に重要である�。�

（5）�終わりに�
以上�、�「�自由化�」�が企業戦略にどのようにインパクトを与え�

ていくかを検証してきたが�、�「�自由化�」�は結果として数々の規�
制が緩和されることによって実現するが�、�その本質は市場原�
理を最大限尊重すること�、�つまり市場の消費者の声をどれだ�
け真摯に聞くかということである�。�つまりこのことは規制産�
業はもちろんのこと�、�すでに自由化されている業界にとって�
も極めて大きな意味を持つ�。�これは言葉にしてしまうとあま�
りに当たり前すぎるのだが�、�今まで規制の枠の中で事業をお�
こなってきた企業をはじめ�、�多くの企業にとって非常に難題�
である�。�“�どうやって顧客の声を聞くのか�”�、�“�どのように顧客�
の声を施策に反映するべきなのか�”�といった悩みはつきない�。�
日本においても今まさに�「�自由化�」�の波の真っ只中にいる電�
力業界や空港業界は�「�インフラ的発想�」�から�「�サービス�的発�
想�」�への転換が求められているのであり�、�いち早く�「�サー�
ビス的発想�」�を理解し実践した企業が優位性を確立する�。�一�
方ですでに�「�サービス的発想�」�を確立し�、�実践している他業�
界のプレーヤにとってはこれから�「�自由化�」�される新たな市�
場への参入の大きなチャンスでもある�。�

出所�：�Ｉモ�ー�ド�・�ス�ト�ラ�テ�ジ�ー�（�夏野剛 著�）�P.89�
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今回は�「�自由化�」�をテーマに議論を展開しております�。�議論の中にもあるように�「�自由化�」＝�「�規制緩和�（�本来は規制撤廃�）�」は�「�構造改革�」�、�「�民営化�」�
の本質として認識する必要があると思います�。�なかなか進まないこの�「�自由化�」�の流れではありますが�、�この流れを加速するためには企業がこの流れを�
上手く活用し�、�その意義や効果を実証していく必要があるのでは無いでしょうか�。�
さて�、�愛娘�「�悠理�」�はこの５月についに３歳の誕生日を迎えました�。�月日の流れるのは本当に早いと実感しております�。�すっかり�「�おしゃま�」�に育ち�、�
話す言葉も生意気になり�、�そろそろ相手にされなくなるのではないかという危機感に日々おびえる毎日です�。�
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